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１．研究の背景と目的 

我が国では,高度経済成長を背景に,無秩序な都市化や過

疎化が進行し,一部地域では,住民によって町並み保存運動

が行われてきた 1)。その後,1975 年に文化財保護法の改正

が行われ,伝統的建造物群保存地区制度が創設,さらに 2004

年には景観法 2)が制定された。この間,一部の自治体では,

文化財保護法に基づく保全支援や助成が無くとも,自主条

例や独自の助成制度を設けることにより,各地の景観の保

全・形成を図ってきた。 

また,2008 年に「歴史的風致の維持及び向上に関する法

律」(以下,歴まち法)が制定された。これにより,文化財保

護法に基づく文化財でなくとも,歴史的風致と定義されれ

ば,保全や復元,修景に国からの支援を受けられるようにな

った。一方で,歴まち法は,開発行為に制限を加えること

は目的としていない。そのため,景観法との連携が必要で

あることが指摘されている３)。しかし,歴まち法に基づく

歴史的風致の維持向上計画(以下,歴まち計画)における重

点区域(以下,歴まち重点区域)と法定景観計画における重

点地区注 1))(以下,景観重点地区)の指定状況と,景観形成基

準と助成基準の連携程度や乖離の実態を分析した研究は

確認できない。 

そこで本研究では,歴まち法と景観法に基づき景観の保

全・維持を図る自治体に着目し,歴まち重点区域と景観形

成重点地区の関係を明らかにする。さらに,対象自治体の

助成制度の概要,景観重点地区の景観形成基準と対象自治

体が任意で定めた助成を行う地区に設けられた助成基準

の明瞭度を比較し,その差異を明らかにすることを目的と

する。 

２．研究の方法                               

 本研究は,歴まち法と景観法により,景観の保全・ 維持

を図る自治体を対象とする。また,文化財保護法に基づく

助成を受けず,独自に景観形成を図ってきた自治体に注目

する。具体的には,2023 年 4 月現在,重要伝統的建造物群

保存地区の指定を受けた地区が無く,歴まち計画を策定す

る 54 自治体を選定した(以下,選定自治体)注 2)。 

まず,各自治体の歴まち重点区域と景観重点地区の指定

状況を類型化し(3 章),各自治体の助成事業の概要を調査

する。そのうち助成基準を設ける自治体に対しては,景観

形成基準と助成基準の基準数や明瞭度から両基準の関係

性や傾向を明らかにする(4 章)。 

３．歴まち重点区域と景観重点地区の指定状況 

選定した 54 自治体

のうち,景観計画を策

定する 40 自治体を類

型化の対象とした。 

これら 40 自治体の

歴まち重点区域と景観

重点地区の指定状況を

類型化した結果を表１

に示す。 

表 1 より,景観重点

地区包含タイプと景観

重点地区一部重複タイ

プを合わせると 68％

(27自治体)にのぼるこ

とが分かる。つまり,

約 7 割の自治体で,歴

まち重点区域の少なく

とも一部に,景観重点

地区を定めることにより景観の保全・維持を図っている

ことがわかった。 

また,表 1 より,景観重点地区独立タイプ,景観重点地区

未指定タイプに該当する 33%(13 自治体)は,歴まち重点区

域内に景観重点地区は指定されていないことが分かった。

つまり,歴まち重点区域内であっても一般的な景観計画区

域と同等の規制が適用される。そのため,これらの自治体

は,景観重点地区の指定による歴まち重点区域の風致を維

持する特別な方策は確認できなかった。 

４．景観形成基準と助成基準の関係             

４．１ 選定自治体の助成事業 

歴まち計画,景観計画をともに策定する自治体の歴史的

まちなみが,どのように維持・保全されてきたのか分析す

る。そこで,選定自治体のうち,景観計画を策定する自治

体の助成事業の有無,助成基準の有無,助成対象について,

各自治体が作成した建築物・工作物の助成に関して調査

した。調査方法は,文献調査注３),また,文献を公開していな

い自治体にはヒアリング調査注３)を行った。この結果を表

2 に示す。 

表 2 より,建築物・工作物に対する助成制度を設けてい

るのは 73％(29自治体)にのぼる。また,このうち増築・改

表１ 40自治体の歴まち重点区域, 
景観重点地区の指定状況 

歴まち重点区域と

景観重点地区の関係

該当

自治体数
割合

景観重点地区

包含タイプ
16 40%

景観重点地区

一部重複

タイプ

11 28%

景観重点地区

独立タイプ
8 20%

景観重点地区

未設定タイプ
5 13%

40 100%合計

歴まち重点区域

景観重点地区

歴まち重点区域

歴まち重点区域

歴まち重点区域

景観重点地区

景観重点地区
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築行為に対して助

成を行う自治体は

55%(16 自治体)であ

り,新築行為に対し

て助成を行う自治

体は52%(15自治体)

であった。 

これより,助成事

業の主な助成対象

となる行為は,新築

行為および増築・

改築行為であると

いえる。 

４．２ 景観形成基

準,助成基準の明瞭度 

景観形成基準と

助成基準の特徴と

関係性を明らかに

するため,既出研究４）

で示された景観形

成基準を分類する

フローチャート注４）

を用いて,景観形成

基準と助成基準の

明瞭度を分析する。

その結果を図1に示

す。 

図 1 より,景観形

成基準の基準数が

助成基準の基準数

より多く,景観形成

基準の約 70%,助成

基準の約 60%が抽

象的な表現である

ことが分かる。 

これらより,景観

形成基準は,助成基

準より多様な建築

物や工作物に対応する必要があり,そのために多くの基準

や抽象的な表現を用いて基準の解釈を助けていると推測

される。 

次に,届出対象行為別に景観形成基準と助成基準の基準

数と基準の明瞭度を図 2 に示す。 

図 2 より,外壁建具,屋根・庇に関する基準はともに,他

の行為に比べ,基準数が多く,定量的,具体的基準の割合も 

多いことがわかった。つまり, 景観形成基準,助成基準は, 

外壁建具,屋根・庇に関する基準に対してより多く,より

定量的・具体的に設けられる

傾向にある。 

これより, 外壁建具,屋根・

庇は,まちなみの景観形成に大

きく影響すると考える自治体

が多いと推測される。 

５．総括                       

 本研究では,歴まち法と景観

法を用いて景観形成を図る自

治体の以下の事柄について明

らかにした。 

・歴まち重点区域と景観重点

地区の関係 

約 7 割の自治体が景観重点

地区の少なくとも一部に,歴ま

ち重点区域を定めることによ

り景観形成を図っていること

がわかった。 

・助成事業の概要 

 約 7 割の自治体が助成制度を

設け,主な対象は新築,増築・改

築行為であることがわかった。 

・景観形成基準と助成基準の

明瞭度に関する特徴 

 景観形成基準は,助成基準に

比べ基準数が多く,抽象的な表

現が用いられる傾向にあるこ

と,また,外壁建具,屋根・庇に関する基準が,より多く,よ

り定量的・具体的に設けられる傾向にあることもわかっ

た。 

 
【補注】 

注1）本研究では,景観計画区域内で特に優れた景観形成を図る地区を景観重点地区とし,歴まち重点地

域との指定状況を把握することを目的とする。そのため景観重点地区とは、景観計画区域内で景

観の保全・形成に重点を置く地区とする。したがって,名称に「地区」という文字が含まれてい

なくても，景観の保全・形成を重点的に行う地区も含めた. 

注 2）歴史まちづくり法第 2 条第 2 項は,重要伝統的建造群保存地区を歴史的風致維持向上計画に定め

る重点区域内に設定するよう規定しているため，重要伝統的建造物群保存地区の指定を受けた地

区を有す自治体を調査対象外とした。 

注3）調査実施期間は2023年12月7日～2024年1月24日 

注 4)目安となる値の記載があり,審査がし易いと考え

られる基準を「定量的基準」とした。また,定

性的な表現であるが具体的な行為を記載するこ

とにより, 理解を助けている基準を「具体的基

準」,具体的ではないが,行為の例が示されてい

る基準を「例有抽象的準」,例が示されていな

い基準を「例無抽象的基準」とし,計4つに分類

する(図3参照)。 
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図2 助成基準を定める自治体
の届出対象行為別 
景観形成基準,助成基準
の明瞭度の割合 

表 2 選定自治体の基礎情報 

図３ 景観形成基準,助成基準 

分類フローチャート 

 

 

 

 

 

 

  表 

景観形成基準 助成基準

 体的 

行為表 

行為表 を

  する 体 

定 的基準

 体的基準

  

 象的基準

   象的基準

図 1 助成基準を定める自治体 
の景観形成基準と助成基準 
の基準 と明瞭度の割合 

市町村

建築物

工作物に

対する

助成制度

助成基準 新築
改築

増築
修理

模様替え

修繕

盛岡市 ● ● ● ● ✕ ✕

多賀城市 ● ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

鶴岡市 ● ✕ ‐ ‐ ‐ ‐

白河市 ● ● ● ● ✕ ✕

水戸市 ● ● ● ● ✕ ✕

下野市 ‐ ‐

甘楽町 ■ ✕ ● ● ✕ ●

前橋市 ● ● ● ● ● ●

小田原市 ● ✕ ● ● ✕ ●

鎌倉市 ■ ‐ ✕ ● ● ✕

村上市 ● ● ✕ ● ● ✕

下諏訪町 ✕ ✕

松本市 △ △

上田市 ✕ ✕

岐阜市 ■ ✕ ‐ ‐ ‐ ‐

三島市 ● ● ● ● ✕ ✕

掛川市 ✕ ✕

伊豆の国市 ✕ ✕

下田市 ● ✕ ✕ ● ✕ ●

浜松市 ✕ ✕

犬山市 ● ▲ ● ● ✕ ●

岡崎市 ● ✕ ✕ ● ● ✕

伊賀市 ● ● ● ● ● ●

長浜市 ● ● ● ● ● ●

宇治市 ● ● ● ● ✕ ●

堺市 ● ● ● ● ● ●

斑鳩町 ● ● ● ● ✕ ●

奈良市 ■ ✕ ● ● ✕ ✕

和歌山市 ✕ ✕

高野町 ● ● ● ● ✕ ✕

松江市 ● ● ‐ ‐ ‐ ‐

尾道市 ● ×

大洲市 ● ● ● ● ● ✕

太宰府市 ● ✕ ● ● ● ●

宗像市 ● ✕ ✕ ● ● ✕

佐賀市 ✕ ✕

山鹿市 ● ● ● ● ✕ ●

熊本市 ● ● ● ● ✕ ●

竹田市 ● ● ● ● ✕ ●

大分市 ✕ ✕

合計 29 17 15 16 6 11

割合 73% 59% 52% 55% 21% 38%

助成対象の有無制度の有無市町村情報

　  凡例　　　●有　　×無　　△以前まで有　‐回答なし

　　　　　　  ▲景観計画参照　　■特定建築物のみ
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